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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接地導体の上方に配置された放射導体と、上記放射導体に結合される第一及び第二の分
布定数回路とを具備し、
　上記第一及び第二の分布定数回路は、それぞれ伝送線路によって構成され、かつ、途中
で二方向に分かれるそれぞれ第一及び第二の分岐を有し、
　上記放射導体の一端と上記第一の分布定数回路の一端とが第一の結合導体を介して接続
され、更に、上記放射導体の他端と上記第二の分布定数回路の一端とが第二の結合導体を
介して接続され、
　上記第一の結合導体の一端と上記第一の分布定数回路の一端との接続点が上記接地導体
を接地電位とする、異なる複数の周波数で共通の単一の給電点であり、
　上記第一の分布定数回路の第一の分岐で分かれた一方の第一の分布定数回路と他方の第
一の分布定数回路とはそれぞれ、先端が開放か又は接地される第一及び第二のスタブを成
し、上記第二の分布定数回路の第二の分岐で分かれた一方の第二の分布定数回路と他方の
第二の分布定数回路とはそれぞれ、先端が開放か又は接地される第三及び第四のスタブを
成し、
　上記放射導体は上記接地導体の面に平行に配置され、かつ、上記第一及び第二の結合導
体は、上記接地導体の面に対して垂直の方向に配置され、
　上記第一及び第二の分布定数回路が上記放射導体と上記接地導体との間で上記放射導体
よりも下方に配置されることを特徴とするアンテナ。
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【請求項２】
　上記第一及び第二の分布定数回路がストリップ線路からなることを特徴とする請求項１
に記載のアンテナ。
【請求項３】
　上記第一及び第二の分布定数回路が同軸線路からなることを特徴とする請求項１に記載
のアンテナ。
【請求項４】
　上記放射導体と上記第一及び第二の分布定数回路との間に接地電位を有する導体が配置
されることを特徴とする請求項２に記載のアンテナ。
【請求項５】
　上記放射導体と上記第一及び第二の分布定数回路との間に第一の誘電体基板が介在し、
上記第一及び第二の分布定数回路と上記接地導体の間に第二の誘電体基板が介在すること
を特徴とする請求項２に記載のアンテナ。
【請求項６】
　上記放射導体が上記第一の誘電体基板の上面に形成された放射導体パタンによって構成
され、上記第一及び第二の分布定数回路が上記第二の誘電体基板の上面に形成された線路
導体パタンによって構成されると共に、上記接地導体が上記第二の誘電体基板の裏面に形
成された接地導体パタンによって構成され、上記第一及び第二の誘電体基板によって多層
基板構造が形成されることを特徴とする請求項５に記載のアンテナ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マルチメディアサービスをユーザに提供する無線端末のアンテナに係り、特
に複数のサービスを異なる周波数の電磁波を媒体とする情報伝送によって行なうマルチメ
ディア無線端末に適用して好適なマルチモード対応のアンテナ及びその製造法に関し、同
アンテナを用いた通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、種々の情報伝達、情報提供に関するサービスを無線を利用して提供するマルチメ
ディアサービスが盛んになりつつあり、多数の無線端末が開発され実用に供されている。
これらサービスは、電話、テレビ、ＬＡＮ（Local Area Network）等年々多様化しており
、全てのサービスをユーザが享受するためには、個々のサービスに対応する無線端末を所
持することになる。
【０００３】
　このようなサービスを享受するユーザの利便性向上に向けて、マルチメディアサービス
を、いつでもどこでもメディアの存在を意識させずに、即ちユビキタスにユーザに提供し
ようとする動きが始まっており、一つの端末で複数の情報伝達サービスを実現する、いわ
ゆるマルチモード端末が部分的ながら実現している。
【０００４】
　通常の無線によるユビキタスな情報伝送のサービスは電磁波を媒体とするので、同一の
サービスエリアにおいては、一種類のサービスにつき一つの周波数を使用することにより
、複数のサービスがユーザに提供される。従って、マルチメディア端末は、複数の周波数
の電磁波を送受信する機能を有することとなる。
【０００５】
　従来のマルチメディア端末においては、例えば、一つの周波数に対応するシングルモー
ドのアンテナを複数個用意し、それらを一つの無線端末に搭載する方法が採用される。こ
の方法では、それぞれのシングルモードアンテナを独立に動作させるために波長程度の距
離を離してこれらを搭載する必要があり、通常のユビキタスな情報伝送に関するサービス
に用いられる電磁波の周波数が自由空間伝播特性の制限により数百ＭＨｚから数ＧＨｚに
限定されるため、アンテナを隔てる距離が数十ｃｍから数ｍとなり、従って、端末寸法が
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大きくなりユーザの持ち運びに関する利便性が満足されない。また、異なる周波数に感度
を有するアンテナを距離を隔てて配置するため、アンテナに結合する高周波回路も該周波
数毎に分離・設置する必要がある。
【０００６】
　そのため、半導体の集積回路技術を適用することが困難となり、端末寸法が増大するの
みならず高周波回路のコスト高を招く問題がある。強いて集積回路技術を適用して回路全
体を集積化しても高周波回路から個々の距離が離れたアンテナまで高周波ケーブルで結合
する必要が生じる。ところで、ユーザが携帯可能な寸法の端末に適用可能な高周波ケーブ
ルの軸径は、１ｍｍ内外の径を持つ。そのため、現状では同高周波ケーブルの伝送損失は
、数ｄＢ／ｍに達する。このような高周波ケーブルの使用により、高周波回路が消費する
電力が増加し、ユビキタス情報サービスを提供する端末の使用時間の著しい低下、或いは
電池体積の増大による端末重量の著しい増加を引き起こし、端末を使用するユーザの利便
性を著しく損なう問題がある。
【０００７】
　上記とは別に、ループアンテナ或いは空中線部材の一端を一つの周波数を用いる送信機
に結合し、他端を別の周波数を用いる受信機に結合する２周波共用アンテナの開示がある
（例えば、特許文献１及び特許文献２参照）。
【０００８】
　特許文献１に記載の２周波共用アンテナでは、放射導体であるループアンテナの一方の
端子に第一の共振回路が接続され、他方の端子に第二の共振回路が接続される。そして、
一方の端子では送信周波数において共振し、他方の端子では受信周波数において共振する
ようにし、一方の端子（送信出力端子）に送信回路を接続し、他方の端子（受信入力端子
）に受信回路を接続する構成を採っている。
【０００９】
　一方、特許文献２に記載の２周波共用アンテナにおいては、放射導体である空中線部材
の一方の端子と送信出力端子との間に接続された送信周波数に共振する第一の共振回路が
、受信周波数に対しては高インピーダンスを呈して空中線部材を送信出力端子から切り離
し、空中線素材の他方の端子と受信入力端子との間に接続された受信周波数に共振する第
二の共振回路が、送信周波数に対しては高インピーダンスを呈して空中線部材を受信入力
端子から切り離す構成を採っている。
【００１０】
【特許文献１】特開昭６１－２６５９０５号公報
【００１１】
【特許文献２】特開平１－１５８８０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　マルチメディア無線端末のキーデバイスの一つは、複数の周波数の電磁波に対して感度
を有するマルチモードアンテナである。マルチモードアンテナは、単一の構造で複数の周
波数の電磁波に対して自由空間の特性インピーダンスと無線端末の高周波回路の特性イン
ピーダンスとの間で良好な整合特性を実現するものである。
【００１３】
　上述のアンテナは、２周波共用となる点でマルチモードアンテナの一種と云える。しか
し、異なる周波数に対して、離れた位置にそれぞれ別の入出力端子、即ち給電点があり、
同給電点にそれぞれ送信回路及び受信回路或いは別々の送受信回路を用意する必要がある
ため、これらを一つに集積化することが困難であり、アンテナを搭載する無線端末の小型
化が阻害される。
【００１４】
　マルチモードアンテナにおいて、異なる周波数の電磁波に対する給電点を同一にするこ
とができれば、複数の周波数を用いる高周波回路（送受信回路）が一個の給電点を共用す



(4) JP 4343655 B2 2009.10.14

10

20

30

40

50

ることができるようになるので、半導体の集積回路技術を適用して高周波回路部を集積化
することが可能になる。従って、高周波回路の小型化が実現可能となり、複数周波数に対
応する小型・低価格の無線端末を実現することができる。
【００１５】
　本発明の目的は、安価かつ小型のマルチメディア無線端末を具現するための、複数の周
波数で一個の給電点を共用することができる小型のマルチモード対応のアンテナ及びその
製造法を提供し、同アンテナを用いた通信装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記目的を達成するための本発明のアンテナは、接地導体の上方に配置された放射導体
と、同放射導体に結合される第一及び第二の分布定数回路とを具備し、第一及び第二の分
布定数回路は、それぞれ伝送線路によって構成され、かつ、分岐を有し、放射導体の一端
と第一の分布定数回路の一端とが接続され、更に、放射導体の他端と第二の分布定数回路
の一端とが接続され、放射導体の一端と第一の分布定数回路の一端との接続点が、上記接
地導体を接地電位とする単一の給電点であることを特徴とする。
【００１７】
　そのような構造の本発明のアンテナは、異なる複数の周波数に対して給電点が共通化さ
れるマルチモードアンテナとして機能する。従って、複数の周波数を用いる複数の高周波
回路が集積化可能となって高周波回路の小型・低価格化が実現される。また、アンテナ自
体も一個の給電点しか有さないために小型化が可能となる。従来技術のアンテナでは、複
数の給電点を電気的に独立に動作させるために同給電点間に有限の空間が必要となり、そ
のような空間の用意がアンテナ自身の小型化の大きな障害となっていた。
【００１８】
　本発明において複数の周波数に対して給電点を同一にすることができた理由は、従来技
術とは異なる設計技術を新たに発明したことによる。本発明のマルチモード対応のアンテ
ナを構成する第一及び第二の分布定数回路が分岐を有するので、後で詳述するが、第一及
び第二の分布定数回路は、伝送線路に相互に異なるスタブを並列接続した回路と等価にな
る。そして、１個のスタブを、アンテナが感度を有すべき一つの周波数において同調回路
となるように設定することにより、本発明のアンテナは、放射導体と同放射導体に結合す
る第一及び第二の分布定数回路とが一体となって動作する。即ち、従来技術とは異なり、
或る周波数で短絡になり放射導体の一部を電気的に他部から切り離す動作はしない。その
ような一体動作のもとで、単一の給電点において、自由空間とのインピーダンスと高周波
回路部のインピーダンスを整合させる概略同一のインピーダンス或いは符号反転の関係を
有するインピーダンスを複数の周波数で実現することができる。
【００１９】
　なお、伝送線路によって構成される分布定数回路を分岐を有する線状導体で構成する場
合、線状導体は、放射導体をアンテナを接地する接地導体の間で放射導体よりも下方に配
置される。線状導体は、例えばストリップ線路で構成することができる。
【００２０】
　高周波回路間のインピーダンス整合を、スタブを持つ立体回路を用いて行なうことが従
来から知られている。本発明においては、放射導体を、空間インピーダンスである１２０
πオームの特性インピーダンスをもつ自由空間を抵抗成分に含む高周波回路と見立てる。
そして、そのような高周波回路に見立てた放射導体と給電点に接続する高周波回路との複
数周波数におけるインピーダンス整合をスタブの並列回路によって実現することが本発明
の基本的原理である。
【００２１】
　実際に、本発明による分岐を有する伝送線路からなる分布定数回路の設計では、これを
スタブの並列回路を有する回路として扱い、自由空間中と電磁気的に結合した放射導体を
、抵抗成分を有する分布定数形高周波回路と見立て、給電点に接続する高周波回路とのイ
ンピーダンス整合が実現される。本発明の設計法によれば、例えば図５の構成において、
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１０×３×４ｍｍの寸法で、９００ＭＨｚ／１．５ＧＨｚの２モード動作に対して、定在
波比３以下の良好なインピーダンス整合条件（ＶＳＷＲ＜３）をそれぞれ４０ＭＨｚ／８
０ＭＨｚの帯域幅で確保することに成功している。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、単一の給電部で高周波回路部と自由空間の良好なインピーダンス整合
が複数の周波数において実現されるので、異なる周波数の搬送波を用いて複数の情報伝送
サービスをユーザに提供するマルチメディア無線端末に好適なマルチモードアンテナを実
現する効果がある。また、給電部が単一になることから、複数の搬送波を扱う高周波回路
を集積化することが可能となり、従って、単一の高周波モジュールに複数の搬送波を扱う
高周波回路とアンテナを搭載することが可能となり、マルチメディア無線端末の小型化、
製造コスト低減、及び端末の感度向上の効果が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明に係るアンテナ及びその製造方法並びに同アンテナを用いた通信装置を図
面に示した幾つかの実施形態を参照して更に詳細に説明する。なお、図１，３，４、図５
～１０、及び図１２，１３における同一の符号は、同一物又は類似物を表示するものとす
る。
【００２４】
　本発明の第一の実施形態を図１及び図２を用いて説明する。図１は本発明からなるアン
テナの構成要素とその結合関係を示す図であり、図２は図１の特性を説明するためのスミ
ス図である。
【００２５】
　図１に示す本実施形態は、放射導体１の一端と第一の結合導体４の一端が結合し、該第
一の結合導体４の他の一端とアンテナの接地電位を形成する地盤（接地導体）６の間に第
一の分岐を有する線状導体２が接続され、放射導体１の他の一端と第二の結合導体５の一
端が結合し、第二の結合導体５の他の一端と地盤６の間に第二の分岐を有する線状導体３
が接続され、第一の結合導体４と第一の分岐を有する線状導体２の結合点を給電点９とす
る構造を採っている。そして、特性インピーダンス７と励振源８の直列等価回路で表され
る外部の高周波回路部が地盤６を接地電位として給電点９に結合され、更に、線状導体２
の第一の分岐には一端が地盤６に接続された線状導体と一端が開放された線状導体が接続
され、線状導体３の第二の分岐には一端が地盤６に接続された線状導体と一端が開放され
た線状導体が接続される。そのような構造において、高周波回路部から給電点９に高周波
電力が供給され、また、給電点９から高周波回路部に受信信号が供給される。
【００２６】
　第一の結合導体４及び第二の結合導体５は、線状導体２と線状導体３を放射導体１より
も下方に配置させるための構成要素である。線状導体２，３は分布定数回路を形成し、線
状導体２，３として例えばストリップ線路又は同軸線路が用いられる。なお、ストリップ
線路を採用し、アンテナの利得を重視する場合に、放射導体１の最小線幅がストリップ線
路の最大線幅よりも大きく設定される。更に、同軸線路を採用する場合は、外皮導体の内
部に電磁界が閉じるため、結合導体４及び結合導体５の長さを更に短くすることが可能で
ある。
【００２７】
　第一の分岐を有する線状導体２及び第二の分岐を有する線状導体３はそれぞれ、伝送線
路によって構成されかつ分岐を有する分布定数回路であり、伝送線路にオープンスタブと
ショートスタブが並列接合する等価回路で表現することができる。
【００２８】
　本実施形態では、アンテナが感度を有すべき一つの周波数においてショートスタブの長
さを１／４波長とすることで、第一の分岐を有する線状導体２及び第二の分岐を有する線
状導体３の設計を簡略化することができる。給電点９において異なる周波数で、放射導体
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１と第一の結合導体４と第二の結合導体５及び第二の分岐を有する線状導体３は、高周波
回路部の特性インピーダンス７と等価な特性アドミッタンスと概略同一の実部の値と特定
の虚部の値を持つアドミッタンスを呈示するように設定され、第一の分岐を有する線状導
体２は、該特定の虚部の値と概略同一の絶対値を有し符号が逆の値を持つサセプタンス値
を有するように設定される。
【００２９】
　第一の分岐を有する線状導体２が給電点９で高周波回路部に対して並列に接続されるの
で、上記サセプタンス値を有するアドミッタンスは、図２のＡ又はＢの点の近傍である必
要がある。該点Ａ，Ｂが存在する図中の円は、スミス図が高周波回路部の特性インピーダ
ンスで規格化された場合、該特性インピーダンスと等価な純抵抗成分で表される特性アド
ミッタンスの軌跡となる。
【００３０】
　従って、点Ａ，Ｂが該特性アドミッタンスの軌跡上にある場合は、高周波回路部と本実
施形態のアンテナの間で完全な整合を実現することが可能になる。換言すれば、高周波回
路部に対して本発明からなるアンテナが良好な整合状態を得る為には、該サセプタンス値
を有するアドミッタンスが該特性アドミッタンスの軌跡の近傍に存在する必要があること
になる。
【００３１】
　本実施形態のアンテナを異なる搬送波周波数のそれぞれに対応するアンテナとして動作
させるためには、給電点９からアンテナ側を見た各搬送波周波数におけるアドミッタンス
が図２のＡ或いはＢの近傍に存在する必要がある。それにより、各搬送波周波数に対応し
て周波数が増加する方向にＡとＡ、ＢとＢ、ＡとＢ或いはＢとＡの近傍に存在するように
選択する選択肢がある。そして、異なる搬送波周波数でのアドミッタンスの絶対値と周波
数の比率及びアンテナに要求される各搬送波での整合帯域幅の比率によって最適な組み合
わせが選択される。
【００３２】
　本実施形態によれば、単一の給電部９において、複数の異なる周波数で高周波回路部と
自由空間との間で良好なインピーダンス整合が実現されるので、高周波回路部からの高周
波電力をアンテナに導いてアンテナから複数の周波数の電波を効率良く放射することがで
きると共に、アンテナに飛来する複数の周波数の電波のエネルギーを効率良く高周波回路
部に伝達することができる。即ち、本発明により、異なる周波数の搬送波を用いて複数の
情報伝送サービスをユーザに提供するマルチメディア無線端末に好適なマルチモードアン
テナを実現することができる。
【００３３】
　本発明の第二の実施形態を図３を用いて説明する。図３は、本発明からなるアンテナ素
子の構成要素とその結合関係を示す図であり、図１の実施形態と異なる点は、第一の分岐
を有する線状導体２及び第二の分岐を有する線状導体３の代わりに第一の分岐を有する線
状導体１２及び第二の分岐を有する線状導体１３が用いられる点である。線状導体１２の
第一の分岐には一端が地盤６に接続された線状導体と一端が同様に地盤６に接続された線
状態が接続され、線状導体１３の第二の分岐には一端が地盤６に接続された線状導体と一
端が同様に地盤６に接続された線状導体が接続される。
【００３４】
　第一の分岐を有する線状導体１２及び第二の分岐を有する線状導体１３は、伝送線路に
二つの異なるショートスタブが並列接合する等価回路で表現することができる。本実施形
態においても、アンテナが感度を有すべき一つの周波数においてショートスタブの長さを
１／４波長とすることで、第一の分岐を有する線状導体１２及び第二の分岐を有する線状
導体１３の設計を簡略化することができる。本実施形態の効果は図１の実施形態と同様で
あるが、本実施形態は、アンテナが感度を有すべき異なる搬送波の周波数の比率が整数倍
に近い場合、第一の分岐を有する線状導体１２及び第二の分岐を有する線状導体１３を少
ない導体面積で実現することができる効果を有する。
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【００３５】
　本発明の第三の実施形態を図４を用いて説明する。図４は本発明からなるアンテナ素子
の構成要素とその結合関係を示す図であり、図１の実施形態と異なる点は、第一の分岐を
有する線状導体２及び第二の分岐を有する線状導体３の代わりに第一の分岐を有する線状
導体２２及び第二の分岐を有する線状導体２３が用いられる点である。線状導体２２の第
一の分岐には一端が開放された２個の線状態が接続され、線状導体２３の第二の分岐には
一端が開放された２個の線状態が接続される。
【００３６】
　第一の分岐を有する線状導体２２及び第二の分岐を有する線状導体２３は、伝送線路に
二つの異なるオープンスタブが並列接合する等価回路で表現できる。本実施形態において
もアンテナが感度を有すべき一つの周波数において一つのオープンスタブの長さを１／２
波長とすることで、第一の分岐を有する線状導体２２及び第二の分岐を有する線状導体２
３の設計を簡略化することができる。
【００３７】
　本実施形態の効果は図１の実施形態と同様であるが、アンテナが感度を有すべき異なる
搬送波の周波数が数１０ＧＨｚ以上と高い場合、第一の分岐を有する線状導体２２及び第
二の分岐を有する線状導体２３を極端に短くしない適当な寸法で実現することが可能とな
る。従って、本実施形態は、分岐を有する線状導体の製造寸法誤差のアンテナ特性に与え
る影響を低減することができる効果を有する。
【００３８】
　本発明の第四の実施形態を図５を用いて説明する。図５は積層基板を用いて構成したア
ンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、中間層１０
２及び最下層１０３からなる。図５において、（ａ）にアンテナの側面から見た断面図、
（ｂ）に最上層１０１に形成される放射導体パタン４１、（ｃ）に中間層１０２に形成さ
れる第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第二の分岐を有する線状導体パタン４３、
（ｄ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し、更に、（ｅ）にアンテナ
のアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００３９】
　放射導体パタン４１の一端と第一の分岐を有する線状導体パタン４２が第一の側面導体
パタン５２によって電気的に結合し、放射導体パタン４１の他の一端と第二の分岐を有す
る線状導体パタン４３が第二の側面導体パタン５１によって電気的に結合している。
【００４０】
　最上層１０１、中間層１０２、最下層１０３の各間の結合が、順に同じ材質で形成され
る上部誘電体基板３１と下部誘電体基板３２によってなされる。なお、誘電体基板３１，
３２の誘電率は同じ材質であるから同一であるが、これを接地導体４７から放射導体４１
に向かって各基板の誘電率と透磁率の積が増加しないように設定することが可能である。
また、各間の結合に誘電体基板の他に磁性体基板を用いることが可能である。
【００４１】
　第一の分岐を有する線状導体パタン４２の一端には第一のスルーホールランド６３が形
成される。第一のスルーホールランド６３は、下部誘電体基板３２中に形成される第一の
スルーホール６２により、接地導体パタン４７中に形成される第三のスルーホールランド
６５と電気的に結合される。
【００４２】
　更に、第二の分岐を有する線状導体パタン４３の一端には第二のスルーホールランド６
４が形成される。第二のスルーホールランド６４は、下部誘電体基板３２中に形成される
第二のスルーホール６１により、接地導体パタン４７中に形成される第四のスルーホール
ランド６６と電気的に結合される。
【００４３】
　本実施形態によれば、接地導体パタン４７を高周波回路部の接地電位に結合し、第一の
側面導体パタン５２を同高周波回路部の信号線に結合することにより、図１の実施形態を



(8) JP 4343655 B2 2009.10.14

10

20

30

40

50

量産が可能な多層基板プロセスによって具現化することができる。従って、本実施形態は
、マルチモード無線端末に適用して好適なマルチモードアンテナを量産効果によって低い
コストで製造することができる効果がある。
【００４４】
　本発明の第五の実施形態を図６を用いて説明する。図６は積層基板を用いて構成したア
ンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、中間層１０
２及び最下層１０３からなる。図６において、（ａ）にアンテナの側面から見た断面図、
（ｂ）に最上層１０１に形成される放射導体パタン４１、（ｃ）に中間層１０２に形成さ
れる第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第二の分岐を有する線状導体パタン４３、
（ｄ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し、更に、（ｅ）にアンテナ
のアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００４５】
　図５に示した第四の実施形態と異なる点は、最上層１０１と中間層間１０２の結合が、
中間層１０２と最下層１０３を結合する下部誘電体基板３２の誘電率よりも低い誘電率を
有する低誘電率の上部誘電体基板７１によって行なわれることである。
【００４６】
　本実施形態によれば、放射導体パタン４１と第一の分岐を有する線状導体パタン４２及
び第二の分岐を有する線状導体パタン４３との電磁結合の度合いを低減することができる
ので、図５の実施形態と比べて分岐を有する線状導体パタン４１，４２の設計を容易にす
ることができる。
【００４７】
　本発明の第六の実施形態を図７を用いて説明する。図７は積層基板を用いて構成したア
ンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、中間絶縁層
１０４、中間層１０２及び最下層１０３からなる。図７において、（ａ）にアンテナの側
面から見た断面図、（ｂ）に最上層１０１に形成される放射導体パタン４１、（ｃ）に中
間絶縁層１０４に形成される中間絶縁層導体パタン４８、（ｄ）に中間層１０２に形成さ
れる第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第二の分岐を有する線状導体パタン４３、
（ｅ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し、更に、（ｆ）にアンテナ
のアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００４８】
　放射導体パタン４１の一端と第一の分岐を有する線状導体パタン４２が第一の側面導体
パタン５２によって電気的に結合し、放射導体パタン４１の他の一端と第二の分岐を有す
る線状導体パタン４３が第二の側面導体パタン５１によって電気的に結合している。
【００４９】
　中間絶縁層導体パタン４８は、第三の側面導体パタン５３及び第四の側面導体パタン５
４によって接地導体パタン４７と電気的に結合される。
【００５０】
　最上層１０１、中間絶縁層１０４、中間層１０２、最下層１０３の各間の結合が、順に
同じ材質で形成される上部誘電体基板３１と中間部誘電体基板３３及び下部誘電体基板３
２によってなされる。
【００５１】
　第一の分岐を有する線状導体パタン４２の一端には第一のスルーホールランド６３が形
成される。第一のスルーホールランド６３は、下部誘電体基板３２中に形成された第一の
スルーホール６２により、接地導体パタン４７中に形成される第三のスルーホールランド
６５と電気的に結合される。
【００５２】
　更に、第二の分岐を有する線状導体パタン４３の一端には第二のスルーホールランド６
４が形成される。第二のスルーホールランド６４は、下部誘電体基板３２中に形成される
第二のスルーホール６１により、接地導体パタン４７中に形成される第四のスルーホール
ランド６６と電気的に結合される。
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【００５３】
　本実施形態によれば、放射導体パタン４１と第一の分岐を有する線状導体パタン４２及
び第二の分岐を有する線状導体パタン４３との電磁結合の度合いを著しく低減することが
できる。そのため、本実施形態は、図５の実施形態と比べて分岐を有する線状導体パタン
４２，４３の設計を容易にすることができ、かつ上部誘電体基板の厚みを低減することが
できるので、アンテナ体積の小型化に効果がある。
【００５４】
　本発明の第七の実施形態を図８を用いて説明する。図８は積層基板を用いて構成したア
ンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、中間絶縁層
１０４、中間層１０２及び最下層１０３からなる。図８において、（ａ）にアンテナの側
面から見た断面図、（ｂ）に最上層１０１に形成される放射導体パタン４１、（ｃ）に中
間絶縁層１０４に形成される中間絶縁層導体パタン４８、（ｄ）に中間層１０２に形成さ
れる第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第二の分岐を有する線状導体パタン４３、
（ｅ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し、更に、（ｆ）にアンテナ
のアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００５５】
　図７に示した第６の実施形態と異なる点は、次の二点である。第一点は、第一の分岐を
有する線状導体パタン４２の一端に形成された第一のスルーホールランド６３が、中間部
誘電体基板３３及び下部誘電体基板３２を貫いて形成された第三のスルーホール８２によ
り、接地導体パタン４７中に形成される第三のスルーホールランド６５及び中間絶縁層導
体パタン４８中に形成された第五のスルーホールランド６７と電気的に結合されることで
ある。第二点は、第二の分岐を有する線状導体パタン４３の一端に形成された第二のスル
ーホールランド６４が、中間部誘電体基板３３及び下部誘電体基板３２を貫いて形成され
た第四のスルーホール８１により、接地導体パタン４７中に形成される第四のスルーホー
ルランド６６及び中間絶縁層導体パタン４８中に形成された第六のスルーホールランド６
８と電気的に結合されることである。
【００５６】
　本実施形態によれば、図７に示した第六の実施形態と比べて、放射導体パタン４１と第
一の分岐を有する線状導体パタン４２及び第二の分岐を有する線状導体パタン４３との電
磁結合の度合いを更に低減することができる。そのため、図７の実施形態と比べて分岐を
有する線状導体パタン４２，４３の設計を更に容易にすることができる。
【００５７】
　本発明の第八の実施形態を図９を用いて説明する。図９は積層基板を用いて構成したア
ンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、中間絶縁層
１０４、中間層１０２及び最下層１０３からなる。図９において、（ａ）にアンテナの側
面から見た断面図、（ｂ）に最上層１０１に形成される放射導体パタン４１、（ｃ）に中
間絶縁層１０４に形成される中間絶縁層導体パタン４８、（ｄ）に中間層１０２に形成さ
れる第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第二の分岐を有する線状導体パタン４３、
（ｅ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し、更に、（ｆ）にアンテナ
のアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００５８】
　図８に示した第七の実施形態と異なる点は、中間絶縁層導体パタン４８と接地導体パタ
ン４７との電気的結合が、更に、第五の側面導体パタン５５、第六の側面導体パタン５６
、第七の側面導体パタン５７及び第八の側面導体パタン５８によって強化されることであ
る。
【００５９】
　本実施形態によれば、図８の実施形態と比べて放射導体パタン４１と第一の分岐を有す
る線状導体パタン４２及び第二の分岐を有する線状導体パタン４３との電磁結合の度合い
を更に低減することができるので、図８の実施形態と比べて分岐を有する線状導体パタン
４２，４３の設計を一層容易にすることができる。
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【００６０】
　本発明の第九の実施形態を図１０を用いて説明する。図１０は積層基板を用いて構成し
たアンテナの構造を示す図である。積層基板の各層は上から順に、最上層１０１、第一中
間絶縁層１０４ａ、第一中間層１０２ａ、第二中間絶縁層１０４ｂ、第二中間層１０２ｂ
及び最下層１０３からなる。
【００６１】
　図１０において、（ａ）にアンテナの側面から見た断面図、（ｂ）に最上層１０１に形
成される放射導体パタン４１、（ｃ）に第一中間絶縁層１０４ａに形成される第一中間絶
縁層導体パタン４９、（ｄ）に第一中間層１０２ａに形成される第一の分岐を有する線状
導体パタン４２を示す。続けて、（ｅ）に第二中間絶縁層１０４ｂに形成される第二中間
絶縁層導体パタン４８、（ｆ）に第二中間層１０２ｂに形成される第二の分岐を有する線
状導体パタン４３、更に、（ｇ）に最下層１０３に形成される接地導体パタン４７を示し
、更に、（ｈ）にアンテナのアース層となる最下層１０３を除いた表面展開図を示す。
【００６２】
　放射導体パタン４１の一端が第一の分岐を有する線状導体パタン４２と第一の側面導体
パタン５２によって電気的に結合し、放射導体パタン４１の他の一端が第二の分岐を有す
る線状導体パタン４３と第二の側面導体パタン５１によって電気的に結合している。
【００６３】
　第一中間絶縁層導体パタン４９及び第二中間絶縁層絶縁導体パタン４８は、第三の側面
導体パタン５３及び第四の側面導体パタン５４によって接地導体パタン４７と電気的に結
合される。
【００６４】
　最上層１０１、第一中間絶縁層１０４ａ、第一中間層１０２ａ、第二中間絶縁層１０４
ｂ、第二中間層１０２ｂ及び最下層１０３の間の結合は、順に同じ材質で形成される上部
誘電体基板３１、第一中間部誘電体基板３４、第二中間部誘電体基板３５、第三中間部誘
電体基板３６及び下部誘電体基板３２でなされる。
【００６５】
　第一の分岐を有する線状導体パタン４２の一端には第一のスルーホールランド６３が形
成される。第一のスルーホールランド６３は、第一中間部誘電体基板３４及び第二中間部
誘電体基板３５を貫いて形成された第三のスルーホール８３により、接地導体パタン４９
中に形成された第七のスルーホールランド６９及び接地導体パタン４８中に形成された第
五のスルーホールランド６７と電気的に結合される。
【００６６】
　更に、第二の分岐を有する線状導体パタン４３の一端には第二のスルーホールランド６
４が形成される。第二のスルーホールランド６４は、第三中間部誘電体基板３６及び下部
誘電体基板３２を貫いて形成された第四のスルーホール８４により、接地導体パタン４８
中に形成された第六のスルーホールランド６８及び接地導体パタン４７中に形成された第
四のスルーホールランド６６と電気的に結合される。
【００６７】
　本実施形態によれば、第一の分岐を有する線状導体パタン４２及び第二の分岐を有する
線状導体パタン４３を形成する面積を増大することができるので、図５乃至図９の実施形
態と比べて分岐を有する線状導体パタン４２，４３の設計自由度を大幅に拡大することが
できる。従って、本発明のアンテナの適用可能な周波数範囲を拡大することができる。そ
れにより、本発明からなるアンテナの適用可能な無線システムを多様にする効果がある。
【００６８】
　本発明の第十の実施形態を図１１を用いて説明する。第十の実施形態によって本発明か
らなるアンテナの製造方法が示される。図１１は、一括生産によって多数のアンテナを同
時に製造する製造プロセスの流れ図である。
【００６９】
　まず、セラミック多層基板プロセスを土台にし、アンテナが備える各層の導体パタンを
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シート印刷工程にて行なう（ステップＳ１）。次に、アンテナが備えるスルーホールをシ
ート穴あけ工程（ステップＳ２）とそれに続く電極埋め込み工程（ステップＳ３）にて行
なう。
【００７０】
　次いで、各層の接合を多層圧着工程にて行ない（ステップＳ４）、次にチップ切り離し
工程により、シートの中に一括して作りこまれたアンテナの個片をばらばらにする（ステ
ップＳ５）。その後、焼結工程を経て（ステップＳ６）、アンテナの側面導体構造を側面
電極印刷工程にて形成し（ステップＳ７）、最後に焼付け工程（ステップＳ８）にて製品
とする。
【００７１】
　本実施形態によれば、量産効果の大きい通常のセラミック多層基板プロセスにてマルチ
メディア無線端末に適用するアンテナを一括多量に生産することができるので、量産効果
によるアンテナコスト低減に大きな効果がある。
【００７２】
　本発明の第十一の実施形態を図１２を用いて説明する。図１２に上述の本発明からなる
アンテナを搭載した通信装置を示す。
【００７３】
　図１２に示すように、折り曲げ型の表面筐体１２１にスピーカ１２２、表示部１２３、
キーパット１２４、マイクロフォン１２５が搭載されている。表面筐体１２１を第１の裏
面筐体１３３及び第２の裏面筐体１３４で覆った内部に、フレキシブルケーブル１２８で
接続された第１の回路基板１２６及び第２の回路基板１２７と、本発明からなるアンテナ
１３５と、電池１３２とが収納されている。
【００７４】
　回路基板１２７の上面（裏面筐体１３４側）１３６に、アンテナ１３５及び高周波回路
部１２９が搭載され、高周波回路部１２９の接地電位に結合する接地導体パタン１３０と
、高周波回路部１２９の信号入出力点に結合する信号導体パタン１３１とが形成されてい
る。アンテナ１３５の接地導体パタンが基板１２７の上面１３６に接しており、接地導体
パタン１３０とアンテナ１３５の給電点の接地電位が結合し、信号導体パタン１３１とア
ンテナ１３５の給電点の励振電位が結合している。
【００７５】
　図１１に示した構造で特徴的なことは、本発明からなるアンテナ１３５が回路基板１２
７を挟んで表示部１２３或いはスピーカ１２２の反対側に位置することである。
【００７６】
　本実施形態によれば、複数の無線システムのサービスを享受する無線端末をアンテナ内
蔵の形態で実現することができるので、無線端末の小型化、使用者に与える収納・持ち運
び時の利便性の向上に大きな効果がある。
【００７７】
　本発明の第十二の実施形態を図１３を用いて説明する。図１３に上述の本発明からなる
アンテナを搭載した別の通信装置が示される。
【００７８】
　図１３に示すように、表面筐体１４１にスピーカ１２２、表示部１２３、キーパット１
２４、マイクロフォン１２５が搭載されている。表面筐体１４１を裏面筐体１３４で覆っ
た内部に、回路基板１４２と、本発明からなるアンテナ１３５と、電池１３２とが収納さ
れている。
【００７９】
　回路基板１４２の上面（裏面筐体１３４側）１３６に、アンテナ１３５及び高周波回路
部１２９が搭載され、高周波回路部１２９の接地電位に結合する接地導体パタン１３０と
、高周波回路部１２９の信号入出力点に結合する信号導体パタン１３１とが形成されてい
る。更に、アンテナ１３５の接地導体パタンが基板１４２の上面１３６に接しており、接
地導体パタン１３０とアンテナ１３５の給電点の接地電位が結合し、信号導体パタン１３
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【００８０】
　この構造で特徴的なことは、アンテナ１３５が回路基板１４２を挟んで表示部１２３、
マイクロフォン１２５、スピーカ１２２或いはキーパッド１２４のいずれかの反対側に位
置することである。
【００８１】
　本実施形態によれば、複数の無線システムのサービスを享受する無線端末を内蔵アンテ
ナの形態で実現することができるので、無線端末の小型化、使用者に与える収納・持ち運
び時の利便性の向上に大きな効果がある。また、図１１の実施形態と比較すれば、回路基
板及び筐体を一体に製造できるので、端末体積の小型化、組立工数の削減による製造コス
トの低減に効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】本発明に係るアンテナの第一の実施形態を説明するための構成図。
【図２】図１のアンテナの特性を説明するためのスミス図。
【図３】本発明の第二の実施形態を説明するための構成図。
【図４】本発明の第三の実施形態を説明するための構成図。
【図５】本発明の第四の実施形態を説明するための構造図。
【図６】本発明の第五の実施形態を説明するための構造図。
【図７】本発明の第六の実施形態を説明するための構造図。
【図８】本発明の第七の実施形態を説明するための構造図。
【図９】本発明の第八の実施形態を説明するための構造図。
【図１０】本発明の第九の実施形態を説明するための構造図。
【図１１】本発明の第十の実施形態を説明するための工程図。
【図１２】本発明の第十一の実施形態を説明するための構造図。
【図１３】本発明の第十二の実施形態を説明するための構造図。
【符号の説明】
【００８３】
１…放射導体、２，３…分岐を有する線状導体、４，５…結合導体、６…地盤、７…特性
インピーダンス、８…励振源、９…給電点、３１…上部誘電体基板、３２…下部誘電体基
板、４１…放射導体パタン、４２，４３…分岐を有する線状導体パタン、４７…接地導体
パタン、５１，５２…側面導体パタン、６１，６２…スルーホール、６３，６４，６５，
６６…スルーホールランド、１２１…折り曲げ型表面筐体、１２６，１２７…回路基板、
１２９…高周波回路部、１３０…接地導体パタン、１３１…信号導体パタン、１３３，１
３４…裏面筐体、１３５…アンテナ。
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